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物品証券の処分証券性に関する
効力発生要件説と対抗要件制限説について






































































































































ることについては，一般的な一致がある」（Schnauder, Sachenrechtliche und wertpa-










































































































































































































































































































































































































































合における Bの請求の可否は，留置権者でない Dが AB間の物品譲渡に
ついて民法１７８条の第三者に該当するか否かという問題に関わってくるが，
この問題が裁判において必ずしも肯定されるとは限らないこと前述のとお
りである。仮にこの問題が否定されたならば，Bは，所有権に基づいて D
に対し物品の返還を請求でき，Dは，微妙な法律的立場に置かれよう。ま
た，仮に Dが民法１７８条の第三者に該当すると解されるとしても，判例通
説に従って民法１７８条の第三者の範囲を制限的に解する限り，対抗要件制
限説において Bは，少なくとも全くの無権利者に対しては所有権に基づ
く返還請求権を行使しうる。しかし，そもそも物品証券が発行されている
にもかかわらず意思表示のみにより物品を譲り受けた Bに対し所有権に
基づく返還請求権の行使を認めること自体，Cの物権的保護を危うくする
ものといえるのではなかろうか。
他方，効力発生要件説については，はじめに述べたように民法１７６条の
意思主義に反するという問題がある。しかし，社団法人日本倉庫協会の見
解は，明らかに効力発生要件説に立っており３９），民法１７６条の意思主義に
反することに関する抵抗は，実務において学者が思うほどには大きくない
のではあるまいか。効力発生要件説は，商法５７３条の文理に合致し，きわ
めて「わかりやすい」ものであり，実務的にはメリットがあろう。
以上の理由から，物品証券の処分証券性については，「物品証券を作成
したときは，物品に関する所有権の移転，質権設定等の物権的処分は，物
品証券の裏書または引渡をしなければ効力は生じない」と解する効力発生
３９）社団法人日本倉庫業協会・前掲注１９）５頁参照。
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要件説を妥当と考える４０）。
６ おわりに
筆者が支持する効力発生用件説は，証券所持人の物権的保護を最大化す
るものといえるが，裏を返せば，効力発生要件説においては，証券によら
ずに物品を譲り受けようとする者の物権的保護が最小化されるということ
である。しかし，その物品は，小島教授の言葉を借りれば「倉荷証券や船
荷証券が発行され，それに表彰されている貨物というような特殊な商品」
であり，それを証券によらずに譲り受けようとする者の物権的保護が最小
化されることは，やむをえないことであろう。そのような特殊な商品を証
券によらずに譲り受けようとする者は，そもそもその特殊性を知らないこ
ともあろうが，売買においては，常に証券の有無について注意せよという
ことも，商人に対しては決して無理な注文ではあるまい。
４０）ここにいう「引渡」には，現実の引渡し（民１８２条）のほか観念的占有移転（民
１８２条２項・１８３条・１８４条）も含まれると解すべきである
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